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保育の質を維持・向上するための前提条件

• 保育の質を支える環境(要件）：

(1)物的環境の向上

(2)保育士等の配置基準の改善

(3)保育内容の向上

(4)保育士等の資質・専門性の向上

これらの条件を総合的にして子どもの発達にそくした保育の質を確保することが必要である。

• 11月4日に示された「第３次勧告に対する厚生労働省の対応方針」は、物的環境を、待機児

童を抱える東京等に限り、一時的に対応することであっても、結果として子どもの生まれ育
つ場所によって、物的環境（面積基準）を下げる

• ことを容認するものである。今回の保育制度改革の前提である「質の担保された量の拡大」
という基本条件を崩すものである。

• 日々、保育を行っている現場の立場からして、現行の物的環境、保育士の配置状況のもと
に、11時間保育を担う保育体制は十分ではない。保育所保育指針の保育内容を実践して
いくためには、第１次報告で出された現行の問題点を含め、抜本的な改善が必要である。

• 加えて、保育所保育指針および質の向上に向けたアクションプログラムの実現をはかるこ
とが大切。
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保育所の現状と課題①

(1)面積基準は「最低基準」であり、子どもの育ちを生活の営みとして支えるためには、改善が
必要。

全国社会福祉協議会
「機能面に着目した保育所の環境・空間に係る調査研究事業」の成果から

○ 「食寝分離」や「単位空間」の考え方に基づき科学的・実証的に検証した結果、以
下の面積を算出。
・ ２歳未満児の保育のために必要な部屋の面積 ４．１１㎡/人
・ ２歳以上児の保育のために必要な部屋の面積 ２．４３㎡/人

○ 一方で、現在の最低基準については、60年近く運用されたものであり、保育を行う
ことがまったく不可能というほどまでの状況は見られなかったが、「食寝分離」など様々
な課題がある。

○ したがって、現在の面積基準を切り下げることや切り下げられるような仕組みを導
入することは、一人ひとりの子どもの発達に応じた保育をより困難にするものであるこ
とから、少なくとも、現行の最低基準以上であることが必要。
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保育所の現状と課題②

(2) 保育士の配置についても改善が必要。

①低月齢の乳児の受入が増えており、子どもに対し愛着形成にもとづく保育を提供するた
めには、保育士の配置基準の改善が必要。

• 受け入れ開始年齢では、「生後6週以上」が26.4％で最も割合が高く、「生後6ヶ月以上」が
22.3％、「生後3ヶ月以上」が17.8％。法での産後休暇明け「生後8週以上」への対応が
26.4％と高い。

• 産休明け保育や低月齢の乳児に対する保育がすすめられている。

⇒ とくに潜在的ニーズとされ、利用を受けとめていく必要のある月齢の低い乳児に対し愛
着形成にもとづく保育を提供するための環境整備、職員配置の改善が必要。

⇒ 同年齢でも発達・育ちに違いがある子どもの月齢・年齢に応じた職員配置が必要。（0歳
児（3：1）、1・2歳児（6：1）、および3歳児の配置基準（20：1）の改善がとくに必要である）

⇒乳幼児の保育日程（生活リズムを基本とする）において、人員体制の不足から現実として
は十分な対応ができなく不安を感じる場合があり、職員配置の拡充は不可欠である。
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保育所の現状と課題③

②配置基準の改善に加え、 グループ規模についても検討が必要。

• 日本では子どもの人数のグループ規模については規定されていないが、諸外国では「3歳
未満児については最大6名、3歳以上児については最大13名」等と小規模なグループ化が
規定されている。大きいグループでも15名程度となっている。 （ 「機能面に着目した保育

所の環境・空間に係る研究事業」）

• 保育所保育指針にある「子ども一人ひとり」にそった保育を行うためには、保育士の配置基
準の改善に加え、グループ規模の小規模化が必要である。
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全社協「機能面に着目した保育所
の環境・空間に係る研究事業」報
告書より



保育所の現状と課題④
(3)保育所の開所時間は長時間化している。

①保育の質を確保するには、開所時間中の保育士の配置は配置基準どおりできるよう積算
するべきである。

• 8割以上の保育所が「7時台開所、18～19時台閉所」（平日の開所時間）であり、11時間を超
えて長時間の保育実践をしている。

⇒ 保育士の法定労働時間は8時間であることから、現場はシフトを細かく設定したり、朝夕等

の超過時間帯に非常勤職員を配置してしのいでいる。シフト制等のため担当保育士等が保
護者との面談・連携もままならない。

⇒ 保育の実態・現場の問題にそった保育運営費、複数担当・交代制などを可能とする人員配
置、労働条件の確保が急務である。そのためには、保育現場でのタイムスタディなどデータ
化において、検証しつつ、具体化するべきである。
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保育所の現状と課題⑤

②短時間勤務保育士、非常勤保育士の配置について、雇用比率等、制限をかけるべきであ
る。

• 公立保育所では一般財源化の影響を受け、非正規・非常勤保育士の配置が増加している。

• 私立保育所においても、長時間保育に対応していくために、現状の運営費等の制約により
非正規・非常勤保育士も入れてシフトを組まざるを得ない状況になっている。

• 保育の質の向上をはかるためには、保育士が安心・安定して雇用を継続できる環境を整え
る必要があり、正規保育士として身分保障することのできるよう、短時間・非常勤保育士の
配置、非正規保育士の配置には一定の制限をかけることも検討するべきである。

③保育所保育指針にある保護者支援、相談・子育て支援をするためにはそのための体制整備
（保育ソーシャルワーカーの配置）が必要であり、また事務体制の整備が必要である。

• 保育時間の必要度（子どもと保護者の状況と課題：相反関係）を客観的に適切に判断する
基準、地方自治体や保育所における相談・援助体制の整備が必要である。

• 長時間勤務の保育実践のなか、記録等事務処理も増えており、保育士の負担がますます
増えている。また、今年４月に施行された保育所保育指針により、書類作成が増えており、
事務体制の強化を図ることが求められる。
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保育所の現状と課題⑥

(4) 保育現場に配慮を必要とする子どもが増えている

⇒ 障害児支援の拡充が必要とされ、保育所の役割も重要視されている。配慮が必要な子ども
の保育を行うための知識や技術を有した保育士等の配置、専門的な支援体制が必要であ
る。

⇒ 障害児の受入について、障害の状態や課題等に応じて個別的な対応を行えるよう保育士
等の配置、入所要件・運営費の見直しが必要である。

⇒ 子どもの育ちの保障という視点から、障害のある子どもの保護者が就労していなくても、そ
の養育や課題に応じて保育所、子育て支援センタ－等の利用を可能とするための基準・条
件を整理すべきである。

⇒ 公的な医療機関等の相談・支援体制のもとに、障害児の保育、保護者に対する相談支援
が行えるよう地域での専門的な協働体制を整備する必要がある。

8
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全保協「保育所の実態調査報告書」(2008）より



(5)保育士の資質向上を具体化する処遇改善、研修の拡充を図るべきである。

・保育士が働きやすい職場づくり、働き続けられる職場づくりを図るべき。

⇒保育士のキャリアアップの仕組み、管理保育士（主任）、専門保育士（たとえば、保育活動専
門員、障害児専門保育士、保護者支援専門員等）の導入を具体化する

⇒保育士の給与改善と継続雇用の確保のため保育士等、保育者の給与と事務費は、原則とし
て基本分を１００％支弁（積算基準の勤務年数等によらず）を確保すること

⇒管理・専門保育士、看護師等は現員分とすること

全国保育協議会「保育所長の研修体系」

全国保育士会「保育士の研修体系」
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保育所の現状と課題⑦
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